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１．は じ め に
公的金融、その中でも郵政金融事業（郵便貯金および簡易保険）は、膨大な「官業の特典」を享受
し、有利な競争条件を利用して民業を圧迫、「肥大化」を繰り返してきたという根強い見解が現在に
至るまで存在している。これまでに推進されてきた政府系金融機関の統廃合ならびに郵政事業の民営
化が、このような見解に一定の影響を受けてきたことは疑いようのない事実である。
しかしながら、そうした見解を裏付けるデータ的根拠には、少なくとも郵便貯金事業に関する限
り、大きく二つの問題があったように思われる。それは、
  全国銀行協会（２００２）等によって行われた「官業の特典」推計にはいくつもの方法上の誤りが
認められ、そのため相当な過大推計になっている可能性が高かったこと、
 郵便貯金などの政策的意図を持った金融事業には、特典と同時にユニバーサルサービスを始め
とした様々な「官業の制約」が存在しており、それらについての推計が全くなされず特典額ばか
りが一方的に「高すぎる」と主張されてきたことである。
これら二点について解決しない限り、郵政民営化の真の意義や、民営化の望ましい在り方は分らない
と思われた。とくに民営化の在り方次第では、過疎地など不採算地域における全国一律サービスの提
供など、ユニバーサルサービスが持続困難になる可能性が考えられる。
我々はすでに西垣（２００９）等において郵便貯金事業の過去における特典額について全国銀行協会の
方法上の誤りを正した独自推計を行ってきた。我々の推計による特典額の総計は、若干の考え方の違
いにより最大値と最小値の間にある程度開きが生じた。しかしいずれにしても全国銀行協会方式によ
る推計値を下回っており、民営化前１０年間についての累積額は最大で全国銀行協会推計の１／３程
度、最小で１／８程度にしかならなかった。それら再推計された金額が果して過大であるかどうか
は、もう一方の郵便貯金事業における官業の制約を推計し比較してみないと判断はできない。
本稿の目的は、郵便貯金事業の民営化前１０年間について官業の制約を金額として推計し、我々が再
推計した官業の特典と比較することで、果たして両者がバランスしていたかどうかを明らかにするこ
とである。仮に特典額が制約額を大きく上回る時期が長ければ、全銀協が主張するように郵貯事業に
よる民業圧迫の事実があった可能性が高くなる。また仮に特典額と制約額とが長期的に見てバランス
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していたとすれば、民業圧迫の事実は浮かび上がらないことになる。さらにまた制約額が特典額を長
期的に大きく上回っていたならば、同事業が取り組んできた民業補完事業がすでに民営化前において
運営困難に陥っていた可能性が指摘されることになる。
本稿の構成は以下の通りである。まず第２節では郵便貯金事業にとって何が「官業の制約」である
かを明らかにする。我々が想定する「制約」とは、①ユニバーサルサービス義務、②社会貢献活動、
そして③業務と資金運用における制限の３つである。続く第３節では郵政三事業の中で郵便貯金に割
り振られたユニバーサルサービスのコストを推計する。第４節では郵便貯金事業が引受けている福祉
や国際交流等の社会貢献活動のコストを推計する。第５節では業務上ならびに資金運用上の制約を機
会費用という形で金額的に推計する。そして第６節において、推計された制約額と特典額とを比較、
両者の長期的バランスについて分析を行う。最後に第７節で本稿の結論と今後の課題を述べたい。
２．官営郵便貯金にとって「制約」とは何だったのか
本節では、郵便貯金事業における制約が何であったかを明確にしたい。ここで言う制約とは、一般
の民間企業であるならば課せられることのない、利益獲得にとってはマイナスとなる諸要因と定義さ
れる。では具体的に何がそれに当たるのか、以下において検討したい。
２．１ ユニバーサルサービス義務のコスト
最も一般的に認知されている官業の制約は、ユニバーサルサービス義務であろう。より具体的には
不採算地域における郵便局舎の維持ならびに営業活動の継続である。そのための諸経費の内で郵便貯
金部門の貢献分がどれだけあったかを計算しなければならない。
２．２ 社会貢献活動の費用
次に挙げられるのは社会貢献活動の費用である。これは郵政が公益目的事業として郵政省から郵政
公社の時代まで「収支相償原則」に基づいた事業運営を求められてきたことと関連する。収支相償と
は収益が事業の実施に要する適正な費用を越えてはならないとする考え方で、この原則にしたがって
郵政三事業は余剰となりそうな資金を高齢者福祉や地域貢献等の純負担的な活動へ振り向けたり、あ
るいは何らかの収益を生む資産（例：メルパルク、かんぽの宿）へ投資してきたりした。我々が考察
の対象とするのは、前者の純負担的諸活動である。これらは出発点に収支相償原則が理由としてあっ
たとは言え、一旦はじめてしまえば地域や社会からの期待が大きく、たとえ余剰資金が十分ではない
時期においても継続が要請されるようになる。継続するかしないかは郵政省や総務省が判断した。と
ころで郵政公社の時代になると目標資本額が設定され利益余剰金の１００％を資本金として積み立てる
ことが義務付けられた。これによって可能な限りの余剰金を確保しなければならなくなり、収支相償
原則は実質的には公社化とともに崩れていたのだが、それでも住民からの期待によって社会貢献活動
を直ちに中止してしまうことは出来なかった。強まるコスト削減への圧力と社会的期待との間で公社
および総務省はジレンマに陥っていたことが推測される。
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一般の企業であれば比較的簡単に切り捨てられる社会活動が、公的な組織であるがゆえに簡単には
中止できないということ、これもまた官営事業としての制約に他ならない。
２．３ 資産運用と業務の制限によって生じる機会費用
以上に加えて、官業の制約には業務や資金運用に一定の制約が設けられていることを挙げることが
できる。それを金額として表す場合には、仮に民間並みの業務内容や資金運用が認められていたら得
られたのに官業であるがゆえに認められず獲得できなかった一種の機会費用として計算されることに
なる。
何故、そのような業務制約・運用制約が設けられているかについては、必ずしもコンセンサスが得
られていない。例えば、わが国において広く認知されている理由付けは次のようなものであろう。す
なわち郵政を含めた官営事業は長きにわたって国家からさまざまな保護・優遇措置を受けてきてお
り、それら措置のない一般の民間企業と同じ範囲の業務をもし許せば民間企業側は明らかに競争上不
利を被ることになる。従ってイコールフッティングの観点から官業には一定の規制を設ける必要があ
るという考え方である１。しかしながら、西垣（２００７）や家森・西垣（２００９a,b）で詳細に議論してい
るように、このような考え方は必ずしも世界標準と言える思考法ではない。
異なるもう一つの理由付けは、かつての郵政公社法第二十四条の規定に示された通り、「郵便貯金
資金の運用計画は、郵便貯金業務…（中略）…を行う事業の経営の健全性の確保を目的とし、市場に
及ぼす影響を少なくしつつ、確実で有利な運用となるように定めなければならない」というものであ
る。さらにまた旧郵便貯金法の第一条「〔……〕郵便貯金を簡易で確実な貯蓄の手段としてあまねく
公平に利用させることによって、国民の経済生活の安定を図り、その福祉を増進することを目的とす
る」という理由も重要である。すなわち、
①市場への影響を少なくしなければならないという社会的要請、
②安全確実な貯蓄手段でなければならないという郵便貯金の目的、
これらが、ハイリスクハイリターンな資金運用を許さなかったと考えることが無理のない理由付けで
あろう２。ここに民間金融機関並みの資金運用を行っていたら得られたにもかかわらず、法律の規定
に従って失われた機会費用が存在することになる。
１ 例えば、竹中（２００６）は「（郵政）民営化の最大の目的の一つは、経営の自由度を高め、競争の中で柔軟な経営をし
てもらうことである。しかしその際は、他の民間企業と同一の条件で競争をしてもらわなければならない。郵政は、１００
年以上の長きにわたって、国の機関として特別の条件の下で資産を蓄積してきた。またその規模は半端でなく大きい。
今後自由度を得てさらに新たな業務に参入するにあたっては、経営の自由度とイコールフッティングをバランスさせる
よう、しっかり監視する仕組みがどうしても必要である。」（p．１５７）と述べている。
２ たとえば、小泉・竹中「郵政民営化論」の理論的基盤を提供した高橋洋一（２００７）は「（事業庁時代の）郵貯は悲願
の自主運用となったが、公的機関としてリスク運用を回避するため国債運用を基本とせざるをえない一方で、市場金利
の調達コストは理論的には国債金利を下回ることはできないために、長期的には利ざやを確保できなくなっていた。…
（中略）…郵貯の破たんを避けるためには、運用サイドの収益を上げることが必要であるが、これが国営のままではう
まくできない。…（中略）…リターンを上げるためにはリスクが伴い、…（中略）…国営企業では公益との関係ではリ
スクを取りにくい。」（pp.v−vi）と証言している。竹中が郵政民営化を正当化するときにしばしば用いた「郵政ジリ
貧」論の考え方だが、前脚注における竹中の発言とどのように整合するかは明らかにされなかった。
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以上、３種類の「制約」について、以下の諸節で順に推計を行ってゆきたい。
３．ユニバーサルサービスのコスト
３．１ 郵政ユニバーサルサービスをめぐる先行研究
郵政省時代の郵便局店舗政策の実態について分析を行った代表的研究として家森・近藤（２００１）を
挙げることができる。そこでは１９６５（昭和４０）年から１９９６（平成８）年までの都道府県データに基づ
いて、民間金融機関と郵便局の店舗立地がどのような特性によって規定されてきたかが明らかにされ
た。被説明変数に各都道府県内の店舗数をとり、説明変数として都道府県の面積、人口、高齢者（６５
歳以上）人口比、県内純生産高をとった。分析結果として、郵便局が全ての期間について面積、人
口、高齢者人口比のいずれについても１％水準で有意にプラス、県内純生産については有意な結果が
得られないという典型的な「あまねく公平」型の店舗展開を行っている一方で、民間金融機関は典型
的な収益性原理にもとづいた店舗展開を行ってきたことが明らかにされた。また別の分析結果から民
間金融機関によっては充足されない金融サービスを郵便局が充足するように行動していること、さら
に、郵便局と民間金融機関の店舗展開に関する競合関係は全く見られないといったことも示された。
ただ、郵便局の店舗数水準が適正であるかどうかは別の問題だとしている。また家森（２００３）は、愛
知県内における郵便局を含む各種金融機関が都市部、郡部そして過疎地域のそれぞれにおいてどのよ
うな店舗展開を行っているかについて分析を行った。郵便局に関しては家森・近藤（２００１）における
全国データと同様の結果が得られると同時に郵便事業との強い相関を反映して説明変数としての事業
所数の係数も１％で有意にプラスであった。また郵便局が郡部に手厚い店舗展開をしていることが民
間金融機関の郡部での手薄さをちょうど相殺していることも明らかにされた３。これらの研究は過去
３０年以上にわたって郵便局が確かにユニバーサルサービスを提供し続けてきたことを実証するもので
ある。そしてこれらの分析結果からさらに以下の諸事実が導かれる。
第一に、郵便局は店舗展開の費用を賄うのに十分な収益の上がらない地域にも店舗を出しており、
何らかの形でその赤字を補わなければならない。仮にその赤字を補うのに十分な黒字が他の地域ある
いは事業全体で上がらなければ独立採算を原則としている以上、赤字地域の店舗を維持することが困
難になる。郵政三事業はそれぞれが独立採算で運営されているので例えば郵便貯金における一部の赤
字は郵貯事業内における他の黒字で穴埋めされなければならない４。
第二に、民間金融機関によっては充足されない金融サービスを郵便局が充足するように行動してい
たことを考えれば、もし郵便貯金の赤字累計が黒字累計を大きく上回って赤字地域の郵便局が閉鎖を
余儀なくされた場合、金融サービスが充足されない地域が現出する可能性が強い。
３ この他に、松浦・橘木（１９９１）や高林（１９９７）等においても、郵便局と民間金融機関では店舗展開の基準が異なるこ
とが実証的に明らかにされている。
４ 一事業における赤字を補填するために他の事業から融資を受けることはある。しかし、郵便事業の赤字が金融二事業
からの融資によって何とか穴埋めされてきたという実情から判断して、仮に貯金事業が赤字に陥っていたとして簡保事
業からの融資だけでやりくりができたとは考えがたい。
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表１ 郵政審議会（１９９７）による「ユニバーサルサービス提供コスト（平成６（１９９４）年度）」試算６
郵便事業 貯金事業 保険事業
赤字郵便局数 １７，５００局 １２，８００局 ６，５００局
黒字郵便局数 ２，３００局 ６，９００局 １３，３００局
赤字総額 ６，６２０億円
黒字総額 ６，０２８億円
（出所：郵政審議会（１９９７）、p．２１２等参照）
ユニバーサルサービスには厳密にはもう一つの意味がある。それは地域性とは別にあらゆる所得階
層・職業等に差別なく公平なサービスを提供することである。諸外国の民間金融機関においては預金
口座を維持する費用を賄うために預金残高が一定額を下回る顧客から口座維持手数料を徴収するケー
スが見られる。一般に低所得層ほど預金残高は低く一種の逆累進が発生しており、手数料を負担に感
じる低所得家計は銀行に預金口座を持たない（持てない）という事態が生じ易くなる５。こうした事
態に対応したユニバーサルサービスとは、貯金残高の高低にかかわらず一切口座維持手数料を徴収し
ないことである。ただし我が国においては、大口預金者の金利優遇は存在しても口座維持手数料を徴
収する民間銀行は今のところ存在せず、本稿では官業の制約として特に考慮しないことにする。
郵政諸事業のユニバーサルサービス・コストに関するデータは公表されていないが、かつて郵政審
議会（１９９７）によって同コストについての試算が行われたことがある（表１参照）。
三事業が独立採算で営まれているため、事業毎に「郵便局が民間企業ベースで運営した場合におけ
る赤字郵便局数と赤字総額（平成６年度決算）について一定の前提において試算」がされている。郵
政審議会（１９９７）はコメントとして「これらの試算結果から、現在郵便局で行われているユニバーサ
ルサービスを民間企業ベースで維持するためには相当の負担となり、したがって、採算性の低い郵便
局を閉鎖するか、国庫補助などを行う必要が生じえると考えざるを得ない」、さらに「特に、過疎化
とともに高齢化が進展している地域社会では、情報・安心・交流の拠点となる郵便局が縮小・廃止さ
れることは、重大な問題である、といわざるを得ない」と述べている７。
上記コメントは上で紹介した先行研究と矛盾しないが、「民間企業ベース」にした場合のその中身
が十分明らかにされていないことは参照する側にとって困難を生む。判っているのは、
１）郵便貯金については〔収益〕が郵便局別の定額定期新規預入額の比で配賦されていること、
２）〔経費〕が事務取扱費を除いて定額定期新規預入額の比で配賦され、
５ 低所得層等から金融サービスが引き上げられる現象を「金融排除（Financial Exclusion）」という。例えば田尻
（２０００）は、金融排除を「金融サービス取引をめぐるアクセスの機会やサービスの提供内容に関して、金融機関側から
利用者、預金者に対して意図的であるかどうかを問わず制度的、もしくは継続的に行われている差別的取扱や締め出し
などによって生じている社会的差別の状況と仕組み」（p．８９）と定義し、諸外国における金融排除の状況と公的金融と
のかかわりについて詳細な紹介を行っている（pp．８５－１０１）。諸外国の金融排除については、他に井村（１９９６）、坂本
（２００１）、家森・西垣（２００３）、および西垣（２００３）等において紹介がなされている。
６ 郵便局数には簡易郵便局が含まれない。
７ 郵政審議会（１９９７）、pp．２０９－２１１を参照。
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表２ 郵便貯金事業における民営化前１０年間の損益（単位：億円）
年度 １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６
損益 ５，９９４ △６，３３４ △１８，７８５ △１３，２３１ ９，０００ １７，３０４ ２２，７０７ １２，０９６ １９，３０４ ９，４０７
（出所：各年度の「郵便貯金ディスクロージャー誌」）
３）事務取扱費は当該郵便局の費用を計上していること、
である８。民間ベースなら（事務取扱費以外の）経費に何を（当時の）郵政事業の経費に加えていた
のかを明らかにしなければ、「特典」との比較は本来できない。なぜならば家森・西垣（２００４）や西
垣（２００９）で明らかにしたように、全国銀行協会等が「官業の特典」としている項目の中には精査す
れば計上する必要のない金額が含まれるからである。同様に考えれば、民間ベースで計算された赤字
総額が実際はやや減少する可能性はある。こうした難点は指摘されるが、われわれがこれから行う推
計の足掛かりとして、郵政審議会（１９９７）は利用価値の高い情報を提供してくれるであろう。
３．２ 郵便貯金事業におけるユニバーサルサービスのコスト推計
では郵便貯金事業に対象を絞ったユニバーサルサービス・コストについて推計作業を行いたい。個
別郵便局の事業費等に関してはディスクローズされず利用不可能である。したがって前項で紹介した
郵政審議会（１９９７）試算を利用して対象期間（平成９年度～平成１８年度）についての計算を試みた
い。表１において、赤字総額とは赤字局の赤字累計額であり黒字総額とは同じく黒字累計を表してい
る。赤字総額と黒字総額の差である５９２億円は三事業全体におけるユニバーサルサービスの費用であ
り、各事業別のコストについては直接知ることができない。そこでやや正確さを欠くが、次の算式の
ように各事業間での赤字・黒字郵便局数の比で黒字と赤字の累計額を割り振ることにする。
郵貯事業の赤字（黒字）累計額＝赤字（黒字）総額×
郵貯事業の赤字（黒字）局数
三事業の赤字（黒字）局の延べ数
そうすると、郵便貯金事業における赤字累計額は２，３０３億円、黒字累計額は１８４９億円となる。この赤
字と黒字との差額である４５４億円が、１９９４（平成６）年度における郵便貯金事業におけるユニバーサ
ルサービスのコストということになる。
過去において黒字とされた局がその後において赤字局に転落した可能性は否定できない。赤字局が
黒字局に転換した可能性もしかりである。だが個々の郵便局を取り巻く地域的な経営環境や経営方
針・経営方法が大きく変わらない限り、潜在的に赤字になる確率の高い局と黒字になる確率の高い局
というものが存在すると考えられる。そこでまず民営化前１０年間の郵便貯金事業における損益を表２
に示そう。
平均を取ると５，７４６．２億円で、郵政審議会による推計が行われた１９９４年度の２，１７３億円という損益は民
営化前１０年間に当てはめれば比較的平均に近い数値である。そこで潜在的な赤字郵便局数と黒字郵便
局数の比率を、１２８００：６９００から近似で１３：７としたい。次に郵便貯金事業の赤字累計額２，３０３億円を
赤字局数１２８００で割ると１赤字局当たりの赤字額は１，７９９万円、同じく黒字累計額１，８４９億円を黒字局
９６ 西 垣 鳴 人
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表３ 郵便貯金事業におけるユニバーサルサービス・コスト推計
年度（平成） ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８
郵便貯金取扱局総数 ２０，１０６２０，１６５２０，２２９２０，２３８２０，２５５２０，２６３２０，２２５２０，２１７２０，２０６２０，２０１
推定赤字局数 １３，０６９１３，１０７１３，１４８１３，１５５１３，１６６１３，１７１１３，１３３１３，１２５１３，１１４１３，１０９
推定黒字局数 ７，０３７ ７，０５８ ７，０８１ ７，０８３ ７，０８９ ７，０９２ ７，０９２ ７，０９２ ７，０９２ ７，０９２
推定赤字累計額（億円） ２，３５１ ２，３５８ ２，３６５ ２，３６７ ２，３６９ ２，３６９ ２，３６３ ２，３６１ ２，３５９ ２，３５８
推定黒字累計額（億円） １，８８６ １，８９２ １，８９８ １，８９８ １，９０１ １，９０１ １，９０１ １，９０１ １，９０１ １，９０１
ユニバーサルサービス・コスト（億円） ４６５ ４６６ ４６７ ４６９ ４６８ ４６８ ４６２ ４６０ ４５８ ４５７
注：郵便局数（簡易局を除く）は各年度末の数値
数６９００で割ると１黒字局当たりの黒字額は２，６８０万円と各々計算される。１９９４（平成６）年度におけ
る潜在的黒字局と潜在的赤字局の比率に変化がなかったものと仮定すると、例えば１９９７（平成９）年
度末における貯金取扱郵便局数２０，１０６局（簡易郵便局を除く）のうち、１３，０６９局が潜在的赤字局、残
り７，０３７局が潜在的黒字局ということになる。それぞれに１局当り赤字額・黒字額をかけると、赤字
累計額は２，３５１億円、黒字累計額は１，８８６億円となり、その差額である４６５億円が同年度における郵便
貯金事業のユニバーサルサービス・コストとして推計される。同様の計算方法に基づいて９８～０６年度
について推計した結果は表３に示してある。
「同様の計算方法」と上述したが、公社化前後で若干の違いがある。公社化後の顕著な変化は（貯
金を扱っているものも扱っていないものも）郵便局数が増加から減少に転じた点である。公社化後の
収益に対する考え方から判断して、黒字の郵便局が閉鎖されたとは考えにくい。そこで郵便局の減少
数を赤字局の減少数に等しいと判断し、推計においてもそのように扱った。そのため、黒字局数は平
成１４年度末から変化させず、減少局は全て赤字局とみなしている９。その結果、ユニバーサルサービ
ス・コストは公社化以来減少することになった。これによってユニバーサルサービスが後退したとい
う解釈も勿論可能であるが、本稿では特に議論しない。
ところでユニバーサルサービス維持により多くの費用が必要なのは貯金事業ではなく郵便事業であ
る。上と同じ方法で計算すればそのコストは民営化前１０年間において３，０００億円に届きそうな金額で
推移している。それに比べれば貯金事業のユニバーサルサービスは維持が容易であるかのように見え
る。しかし民営化後におけるユニバーサルサービスの法的基盤は郵便事業に比べて金融二事業は弱
く、後退の危険はむしろ高いと言える。このことについてのより詳しい検討は第６節で行いたい。
４．社会貢献活動のコスト
日本郵政公社（２００４）等では、貯金事業における社会貢献活動として①福祉への貢献、②非常時の
８ 郵政局の事務取扱費は郵便局別の費用の比または定員の比で配賦、とされている。
９ これはあくまでもひとつ仮定であり現実がどうであったかは公表されていないため不明である。もし公社がユニバー
サルサービスを強く意識して黒字局のみを整理していたら同コストは各年度２０億円程度増加することになる。
９７官業の特典と制約はバランスしていたか？
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対応、③地域社会との交流、④地域社会への貢献、⑤国際社会への貢献、そして⑥国際交流を数え上
げている。以下、個別に検証しデータが利用可能でありかつ必要なものに限りコストを推計する。
４．１ 「福祉への貢献」コスト
福祉への貢献として「福祉定期郵便貯金」「介護貯金」「年金配達サービス」「点字による各種サー
ビスの提供」が挙げられる。
福祉定期郵便貯金は、老齢福祉年金、障害基礎年金、遺族基礎年金、児童扶養手当、増加恩給等の
受給者を対象として、低金利下における経済的負担軽減を目的に１９９２（平成４）年に導入された満期
１年定期である。最大の特徴は年利４．１５％の固定だったことである。好評を博し取扱期限が計８回延
長されることになった。この福祉定期に代わって０２年３月から導入されたのがニュー福祉定期貯金で
ある。こちらは固定金利ではなく満期１年の定期郵便貯金の利率に一定のプレミアム（当初１．０％）
が上乗せされるという商品である。こちらも取扱期限が２回延長されたが、その一方でプレミアム率
は０４年２月までが１．０％、０５年２月までが０．５％、０６年２月までが０．３％、取扱いが終了した０７年９月
までが０．２５％という具合に徐々に引き下げられていった。負担するコストという観点からは福祉への
貢献のみならず社会貢献活動の中でも最大であった。我々は以下の算式によってこれらのコストを推
計する。
福祉定期の維持コスト（９７～０１年度）：
年度内預入金額×（４．１５－１年物定期貯金の年度内平均利回り）×０．０１
ニュー福祉定期の維持コスト（０２～０６年度）：
年度内預入金額×ニュー福祉定期の上乗せ利回り×０．０１
次に介護貯金は、要介護者の定期貯金金利を優遇しかつ「ゆうゆうローン」の貸付利率を軽減する
という商品である。上乗せ利幅は２割だが下限が０．２％で上限が１．０％とされている。但し我々の推計
期間においては低金利及びゼロ金利政策の影響で下限の０．２％のみが適用された。同時に貸付の（定
期郵便貯金金利に対する）上乗せ金利が２分の１に軽減されるという措置も採られていたが、しかし
介護貯金の利用者がどれくらいローンを利用し、どれくらいの金利の軽減を受けたかは不明である。
多く見積もっても数百万円単位であろうからここでは無視したい１０。したがって我々は金利優遇のコ
ストに関してのみ「年度内預入金額×０．００２」という算式によって推計する。
年金配達サービスの利用者は０３年度末で約３千人いる。年金が２ヶ月に一度（２か月分が）給付さ
れるとして１人につき年間６回の配達が行われることになる。自宅から郵便局までの平均距離は１．１
キロメートルとされているから一人当たりの年間配達距離は１．１×２×６で１３．２キロメートル、３千
人について全て往復したと仮定して述べ配達距離はほぼ地球一周（約４万キロ）に及ぶ。もちろん他
１０ 仮に介護貯金利用者の全員が最高借入額である３００万円を借り入れたとしても利息軽減額は２１４７万円（０３年度）であ
る。現実的に考えれば、他の諸コストと比較して無視できるほどの金額であると予想される。
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表４ 郵便貯金事業の「福祉への貢献」コスト推計（億円）
年度（平成） ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８
金利等の優遇
福祉定期 ４６１．２１ ５０９．７１ ６２３．５８ ７２５．７２ ８８５．６０ ２５０．５７ ２４１．６９ １１１．９１ ５８．８４ （５８．８４）
介護貯金 ０．０８ ０．１３ ０．１６ ０．２０ ０．３０ ０．０７ ０．１０ ０．０６ ０．０６（０．０６）
計 ４６２．２９ ５０９．８４ ６２３．７４ ７２５．９２ ８８５．９０ ２５０．６４ ２４１．７９ １１１．９６ ５８．９０ （５８．９０）
注：福祉定期貯金は平成１４年度以降、ニュー福祉定期貯金に移行した。
の配達の途中に年金配達も行われていることだろうから実際にはこの数十分から数百分の１程度の距
離だろう。しかしながら年金配達サービスのコストは個々の郵便局における事務取扱費の一部となっ
ており、前節で推計したユニバーサルサービス・コストの中にこの費用も含まれるものと考えられ
る。したがって、ここでは独立した推計は行わないこととする。
点字による各種サービスの提供も行われている。たとえば通常貯金取扱内容の点字による通知には
０３年度で３３８４人の利用者がいた。また点字キャッシュカードの発行残高は０３年度末で３２３１枚になる。
だが「バリヤフリーは今や社会的義務」という観点からすれば、これをもって特に「官業の制約」と
する必要は感じられない。したがって我々はこれも推計から除外する。
以上「福祉への貢献」に関し、表４に平成９～１８年度における推計結果をまとめている。但し、平
成１８年度に関しては社会貢献活動全般についてデータが公表されていない。そこで同年度については
１７年度と同じ実績があったものと仮定している。
４．２ 「非常時対応」のコスト
非常時の対応としては「災害義援金の送金手数料の無料取扱」と「災害ボランティア口座」の設置
が挙げられている。
まず送金手数料の無料化について考えたい。例えば０３年度に取り扱った義援金の対象は阪神淡路大
震災から宮城県北部地震まで６災害を対象とし、件数にして合計１６，８１７件、金額にして４億６５６万円
に上る。１件あたりの取扱い金額は約２４，０００円である。同年度における郵便為替の料金は、普通為替
で１万円以下が１００円、１０万以下が２００円、１００万円以下が４００円で、平均手数料を２００円と仮定すれ
ば、本来必要だった手数料の総額は３，３６３，４００円になる。但しこれは手数料無料化によって公社が負
担した費用ではなく、無料化によって失った収益であり、機会費用の一種に他ならない。したがって
次節で計算する機会費用の中にこの金額も当然含まれる。次節の表８および表９から明らかなよう
に、民営化前における郵便貯金の全国銀行と比較した役務収益は、低料金サービスの提供という社会
政策的な意図によってきわめて低く維持されていた。「災害義援金の送金手数料の無料取扱」は確か
に社会貢献には違いないが、経常損失を増やす項目というよりも経常収益を減少させる項目に入れて
考えるべきであろう。
次に、災害ボランティア口座とは、郵便為替加入者が口座の全部または一部について、国内の大規
模災害に対応して救援活動を行う民間ボランティア団体に寄付することを郵政公社に委託する制度で
ある。取扱いは災害発生時に限定される。この制度も一般の商業活動であれば徴収する手数料を放棄
するものであり、放棄された手数料はやはり我々が次節で計算する機会費用の中に含まれるものと考
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えられる。したがってこれも災害義援金の場合と同様、独立して推計はしないこととする。
４．３ 「地域社会交流」および「地域社会貢献」のコストについて
「地域との交流」として郵政公社（２００４）等では、 ）郵便局施設の提供、）地域行事への参
加、）各種イベントの開催、）「私のアイデア貯金箱」コンクール、および）子供郵便局、と
いった事項が挙げられている。これらに共通したことは、地域の郵便局が実施主体になっていること
である。したがってこれら費用も個別局の事務取扱費として既に推計したユニバーサルサービス費用
の中に含まれていると考えられる。次の地域社会への貢献も同様である。ここには、高齢者への在宅
福祉サービスの支援である「ひまわりサービス」および「地方公共団体事務」が含まれるが、どちら
も個別郵便局ごとに事務を請け負っていることから、推計済みのユニバーサルサービス費用に含まれ
よう。
「地域交流」「地域貢献」共に本来は社会貢献活動のコストとしてユニバーサルサービス費用とは
切り離してカウントされるべきものだが、推計困難という理由もあり、我々は独立した項目としては
扱わないことにする。
４．４ 「国際貢献」および「国際交流」のコスト
国際社会への貢献としてはまず「国際ボランティア貯金」が挙げられる。これは預金者の税引き後
の受け取り利子から一定割合を海外 NGOに寄付するもので、郵貯事業として金利を負担するもので
はない。そのため「福祉定期」や「介護貯金」とは性格が異なる。関連して「国際ボランティア貯金
の報告会」「国際ボランティア作文コンクール」「ボランティアポスト（ボランティア情報の提供）」
といったことが行われており、一定の経費が必要と思われるが、資料がないため金銭的計算は困難で
ある。しかし数百億単位のユニバーサルサービス費用や次節で推計される機会費用と比べれば（あく
までも相対的という意味でだが）無視できるほどの金額であると予想される。
社会貢献活動費用の一項目として考慮すべきは「諸外国における郵便貯金制度の導入・発展への協
力」であろう。例えば２００３（平成１５）年度において、
 ）東南アジア各国１１から計１１名の研修員の受入れ、
）アジア諸国への専門家の派遣、
といったことが行われた。派遣対象国は６カ国で１２、仮に１国につき２人ずつ派遣されたとして、研
修員と派遣者の往復交通費だけで少なく見積もっても３５０万円といったところである。研修員１１名が
１０日間日本にいた場合の滞在費（宿泊代＋食事代）はおよそ１５０万円である。支援という目的から考
えれば、派遣した専門家の滞在費を相手国に出させたとは考えられず、これをやはり１５０万円程度と
見積もって、最低でも全体で６５０万円の費用となる。
次に国際交流について見てみると、これには「万国郵便連合（UPU）加盟機関としての活動」「世
１１ カンボジアから６名、ベトナムから５名である。
１２ ネパール、ウズベキスタン、キリバス、モンゴル、カザフスタン、ラオスの６カ国である。
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表５ 郵便貯金事業における社会貢献活動のコスト推計（単位：億円）
年度（平成） ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８
福祉貢献のコスト ４６２．２９ ５０９．８４ ６２３．５８ ７２５．７２ ８８５．６０ ２５０．５７ ２４１．６９ １１１．９１ ５８．８４ （５８．８４）
国際貢献＋国際交流コスト － － ０．０３ ０．０３ ０．０３ ０．０８ ０．１２ ０．０６ ０．０７ ０．０７
合計 ４６２．２９ ５０９．８４ ６２３．６１ ７２５．７５ ８８５．６０ ２５０．６５ ２１４．８１ １１１．９７ ５８．９１ （５８．９１）
注：国際貢献・交流では簡単化のため全期間に渡りレートを１ドル１１０円に統一した。
界貯蓄銀行協会（WSBI）加盟機関としての活動」そして「海外郵政庁との交流の実施」がある。
UPU加盟機関としての活動では、各種国際的な技術支援のために UPUに専門家を派遣している
他、０３年度においてはタイ・バンコクにおいて UPUとの共催で「UPU郵便貯金業務ワークショッ
プ」を開催したとされるが、派遣人数やワープショップの規模・内容等は不明である。WSBI加盟機
関としての活動では、０３年度にベルギー・ブラッセルで開催された「第６回郵便貯蓄機関フォーラ
ム」で前回までと同様に日本郵政公社が議長を務めた。また海外郵政庁との交流では、２００３年９月に
スイスポストに、２００４年１月にドイツポストバンクにそれぞれ職員を派遣し研修を受けさせている。
これらについても派遣人数等詳細は明らかにされていない。以上の交流活動について、仮に全ての催
しに１０名の人員を派遣したと仮定して、その往復交通費と滞在費（３泊４日と仮定）のみを計上すれ
ば、少なく見積もってもおよそ５００万円程度の経費となる。これに当然開催費用も一定割合を負担し
ているだろうからある程度の金額が加わることになるがデータが公表されていないためこれは省略す
る。
４．５ 社会貢献活動に関するコストの全体
以上に議論してきた社会貢献活動全体の費用推計結果は表５にまとめられている。
国際社会への貢献や国際交流に関する具体的な活動については平成１０年度以前の記録は残されてい
ない。平成１１年度以降においてのみ記録が残っており、人材交流は平成１４年度に始まった。交流先の
国名や参加人数がある程度わかるのは平成１３年度から１７年度までである。平成１１～１２年度は平成１３年
度と同規模、平成１８年度は１７年度と同規模の活動が行われたものと仮定した。
いずれにしても社会貢献活動の費用は福祉貢献、その中でも特に福祉定期貯金ならびにニュー福祉
定期貯金の利払い負担が大半を占める。これら費用負担はもちろん政策目的によるものだが、ユニ
バーサルサービスのコストを上回っていた時期さえあったという推計結果は興味深い。
５．資金運用と業務上の制限から生じる機会費用
５．１ 機会費用の推計
最後に、資金運用や業務に一定の制限を設けることにより生じる機会費用を求めたい。
そこでまず仮に郵便貯金の全資産が民間と同様の使われ方をされていたら獲得していたと考えられ
る経常収益を次式により求める。
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表６ 郵便貯金事業における官業の特殊性から生じる機会費用の全体（単位：億円）
年度（平成） ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８
ａ 全銀経常収益 ３７２，２２３ ３０４，５４２ ３０２，２１０ ２３１，２６７ １９８，３４２ １７７，９１７ １７５，５８６ １６９，１８６ １８０，２６２ １９１，７９９
ｂ 郵貯資産残高２，９３５，５４１３，１４９，６７８３，２５２，８２２３，１１０，７９４２，９５７，８３５２，８５７，０７９２，８０５，５３０２，６４８，６５０２，４７７，４９８２，３１６，２８２
ｃ 全銀資産残高８，４７９，６０９７，５９６，８２３７，３７２，３３３８，０４２，９０６７，５６０，８３３７，４６２，６８０７，４６６，５７０７，４５８，８９８７，６６８，６８５７，６１０，９５８
ｄ ａ×（ｂ／ｃ） １２８，８５９ １２６，２６５ １３３，３４１ ８９，４４８ ７７，５９２ ６８，１１５ ６５，９７６ ６０，０７８ ５８，２３７ ５８，３７１
ｅ 郵貯経常収益（１２３，２６５）（１１１，８１３）（９９，８１４）（８８，７７６） ７５，５５１ ６２，９１４ ５８，７１５ ４０，９９０ ４５，３１５ ３０，５８９
機会費用（ｄ―ｅ） （５，５９４）（１４，４５２）（３３，５２７） （６７２） ２，０４１ ５，２０１ ７，２６１ １９，８７９ １２，９２２ ２７，７８２
注：資産残高は年度末における数値。
全国銀行の経常収益×
郵便貯金の資産残高
全国銀行の資産残高
次に、そこから郵便貯金事業における実際の経常収益を差し引く。この差額を「官業の制約」によっ
て失われた収益の全体とみなす。例えば、２００３年度について計算してみよう。全国銀行の経常収益１７
兆５５８６億円と資産残高（年度末）７４６兆６５７０億円、および郵便貯金の資産残高（年度末）２８０兆５５３０億
円を上式に当てはめると６兆５９７６億円という数値が出る。これが、郵便貯金の全資産が民間と同様の
事業に使用されていたら、あるいは民間と同様の運用のされ方をしていたら獲得していただろう経常
収益である。ここから実際の郵貯における経常収益である５兆８７１５億円を差し引く。その差額は７２６１
億円である。これを郵便貯金事業が「官業の制限」によって失った経常収益とみなす。同様に１９９７
（平成９）年度から２００６（平成１８）年度の１０年間について計算した結果は表６に示されている。
残念ながら、平成１２年度以前は、全国銀行と郵便貯金の会計基準が著しく異なっていることから、
我々の推計結果はほとんど信頼できるものではない１３。したがって平成１３年度以降を信頼できる数値
として扱い、１２年度以前については参考数値として制約全体の金額には算入しないことにする。
５．２ 機会費用が生じた原因について： 全国銀行と郵便貯金の収益構造比較
それでは機会費用が生じた原因について検証する。まず２００３（平成１５）年度における全国銀行の収
益構造を表７に、同じく郵便貯金の収益構造を表８に、それぞれ示すこととする。これらの表は各資
産項目の金額（年度末残高）とそれらによって生み出された収益額とを対照させ、資産毎の収益率
（（各資産の収益／各資産額）×１００（％））を一番右の列に示し、どのような資産の運用あるいは業務
が全国銀行と郵便貯金の収益に貢献したかが分かるように作られている。
１３ 郵便貯金事業（及びその他郵政事業）が民間と完全に同じ会計基準を採用したのは公社に移行した２００３（平成１５）年
度からであり、平成１３年度と平成１４年度については必ずしも信頼が十分高いとは言えない。但し、平成１２年度以前は郵
便貯金事業が「一般勘定」と「自由化対策資金特別勘定」とに分離され別々に集計が行われており同一の基準で集計さ
れた保証がないこと、さらに貸借対照表や損益計算書といった基本概念すら使用されていなかったことを考慮して「ほ
とんど信頼できない」と判断した。ただし、西垣（２００９）で行った特典額の推計においては、比較の対象とした全国銀
行協会（２００２）および日本銀行協会金融調査部（２００４）の方式に準じて平成１２年度以前についても「一般勘定」におけ
る利益金等の数値を用いることとした。
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まず全国銀行についてみてみると、貸出金利息が最大の収益源（４６．４％）になっており、個別収益
率は１．９３％である。次に構成比が大きいものが有価証券の運用益で２４．７％、収益率は２．３４％である。
他に特定金融派生商品が収益率１０．４９％と高いが、構成比（３．６％）はそれほど大きくはない。役務収
益全体の構成比も１５．６％と三番目に大きい収益源となっている。
次に郵便貯金についてみてみたい。全国銀行と比較すると、貸付金利息は対象が地方公共団体や預
金者に限定されていたことから構成比はわずか０．３％で、収益率は０．６７％に過ぎない。有価証券運用
益では、利息収入が全体の１４．６％で割に貢献度は高い。しかし株式等への運用は規制されており、国
債など安全資産中心の運用であるため、有価証券運用の全体の収益率は０．８０％にとどまる。役務収益
の構成比は１．４％と全国銀行に比べてかなり低い水準である。０３年度の段階で郵便貯金最大の収益源
表７ ２００３年度全国銀行の収益構造（単位：百万円）
資産項目 金額（％） 対応収益項目 金額（構成比（％）） 資産別収益率（％）
貸出金 ４２２，５０６，２４４（５６．６） 貸出金利息 ８，１５２，６５１（４６．４） １．９３
有価証券 １９３，５６１，２９９（２５．９） 有価証券利息配当 ２，１６６，２３３（１２．３）
国債等債券売却益 １，０２２，４１７（５．８）
２．３４
国債等債券償還益 ２，５５８（０．０）
株式等売却益 １，３３４，４９３（７．６）
コールローン １２，３８１，７７５（１．７） コールローン利息 ３６，６５７（０．２） ０．３０
買現先勘定 １，８６３，６２５（０．２） 買現先利息 １３，５４５（０．１） ０．７３
債権貸借取引支払保証金 １１，５９２，３１９（１．６） 債権貸借取引受入利息 １４．９１９（０．１） ０．１３
買入手形 １，２２２，０００（０．２） 買い入れ手形利息 ３１（０．０） ０．００
現金預け金 ４０，１６７，３１５（４．５） 預け金利息 １３１，１１５（０．７） ０．３３
商品有価証券 １，５１３，４０９（０．２） 商品有価証券収益 ８，９９８（０．１） ０．５９ ０．７１
商品有価証券売買益 １，７６３（０．０） ０．１２
特定取引有価証券 ３３７，１２１（０．０） 特定取引有価証券収益 ３，３２２（０．０） ０．９９
金融派生商品 ５，５８９，５３９（０．７） 金融派生商品収益 ９５，８０７（０．５） １．７１
金利スワップ受入利息 １９３，５８４（１．１） ……
特定金融派生商品 ６，０５５，０９７（０．８） 特定金融派生商品収益 ６３５，１２９（３．６） １０．４９
その他特定取引資産 ６，８２０，６５３（０．９） その他特定取引収益 ６，４３１（０．０） ０．０９
外国為替 ２，８５８，５３３（０．４） 外国為替売買益 ２３６，９９１（１．３） ８．２９
金銭の信託 １，４４４，０７８（０．２） 金銭の信託運用益 ５４，４７６（０．３） ３．７７
その他金融資産 １０，０２７，１９３（１．４） その他受け入れ利息 ２０４，３０８（１．２） ２．０４ ３．２１
その他の業務収益 １１７，１５７（０．７） １．１７
信託報酬 ３８１，０７６（２．２） ……
受け入れ為替手数料 ７７６，６５８（４．４） ……
その他役務収益 １，５８０，４０５（９．０） ……
その他資産 ２９，８６６，２７９（４．０） その他経常収益 ３８７，０３３（２．２） １．３０
資産の部合計 ７４６，６５６，９９９（１００） 経常収益 １７，５５８，６０４（１００） ２．３５
（出所：http : //www.zenginkyo.or.jp/stat/index.htmlを基に筆者作成）
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表８ ２００３年度郵便貯金の収益構造（単位：百万円）
資産項目 金額（％） 対応収益項目 金額（構成比（％）） 資産別収益率（％）
貸付金 ２，７８６，１９３（１．０） 貸付金利息 １８，６３９（０．３） ０．６７
有価証券 １０９，１６０，５０７（３９．０） 有価証券利息 ８５７，８４２（１４．６）
国債等債券売却益 ８，３５６（０．１） ０．８０
国債等債券償還益 ３（０．０）
買現先勘定 ７８０，２４７（０．３） 買現先利息 ６６（０．０） ０．０１
現金預け金 ６，６７５，７３３（２．４） 預け金利息 ３８７（０．０） ０．０１
金融派生商品 １８３（０．０） 金融派生商品収益 ４８３（０．０） ２６３．９３
金銭の信託 ３，７７６，０５６（１．３） 金銭の信託運用益 １，１５８，６４３（１９．７） ３０．６８
預託金 １５６，０９５，４００（５５．６） 預託金利息 ３，７１２，５１２（６３．２） ２．３８
その他金融資産 ４１７，５２１（０．２） その他業務収益 １３，９９７（０．２） ３．３５
その他資産 ８６１，１６５（０．３） その他経常収益 １５，４７９（０．３） １．８０
郵便為替等収益 ５８，９９３（１．０） ……
その他の役務収益 ２６，０５０（０．４） ……
資産の部合計 ２８０，５５３，００７（１００） 経常収益 ５，８７１，４５１（１００） ２．０９
（郵便貯金ディスクロージャー誌に基づき筆者作成）
は預託金利息（６３．２％）だった。収益率は２．３８％である。新規預託がなくなったとはいえ財政投融資
からの収益はなお重要な存在であったとみなせる。次に高い項目が金銭の信託における運用益であ
る。これが経常収益全体の２割近くを占め、３０．６８％という高収益率を示している。しかし前年度で
ある０２年の構成比は４．５％、収益率２．７％で、収益源としては全く安定していなかったことが分かる。
金融派生商品も異常に高い収益率を示しているが１４、金額的には全く問題でない。
では郵便貯金の３年後（０６年度）における収益構造はどうなったであろうか（表９参照）。全国銀
行の収益構造は目立って変化していないため特に示さないが、郵便貯金の場合は著しい変化が観察さ
れる。それは預託金の多くが償還されたことによる主要収益源の大幅減少、そして国債等利息収入へ
の依存を強めたことである。しかし利息収入の収益率はほとんど上がっていない（０．８％→０．９％）。
貸付金利息と役務収益が伸びてはいるが合わせても全体の５％程度である。預託金利息が３年で３分
の１になったにもかかわらず他収益が伸びないためにその構成比がなお高止まり（４１．６％）している
ことが収益構造の悪化を物語る。全体の収益率も大きく低下（２．０９％→１．３２％）している。
以上の収益構造分析から郵便貯金事業における機会費用増大の理由が、預託金利息に代わる効率の
良い資産運用や業務が規制が原因でほとんど伸びていないことにあったと結論づけられる１６。
１４ デリバティブにオフバランス取引が含まれることが収益率が高くなる一因であろう。
１５ 構成比は小数点第２位で四捨五入しているため足しても１００（％）になるとは限らない。
１６ 西垣（２００９）で述べたように、安全資産中心の運用をすることによって生じる機会費用の中に、郵便貯金が支払うべ
き預金保険料が含まれていると考えることも可能である。０３年度であれば７２６１億円の中に民間銀行ならば支払っていた
だろう預金保険料に相当する金額が含まれているとみなすこともできるが、本稿では指摘するにとどめる。
１０４ 西 垣 鳴 人
－１４－
６．制約と特典はバランスしていたか？
６．１ 制約についての推計結果から分かること
前節までに行われた推計結果は図１および図２にまとめられている。官業の制約についての我々の
推計は、これまでほとんど指摘されることのなかったいくつかの事実を明らかにする。
まずユニバーサルサービスのコストが、期間中において為替貯金取扱郵便局数がほぼ維持されたこ
とを反映して４５０億円～４７０億円で安定的に推移したのに比べ、社会貢献活動に掛けられた費用は相当
大きく増減していた（図１参照）。さらに注目したいのは、平成１３年度に郵貯資金の新規の財投預託
が廃止されて以降、それに代わる安定・有利な資金運用が実質的にはほとんど認められなかったこと
を原因に、「もし民間銀行並みであったなら得られていたはずの収益」という意味で機会費用が急拡
大していった事実である。（図２参照）。
確かに公社化後、投資信託販売等の役務収益はある程度増大した（前節表８及び表９参照）。しか
し失われてゆく財政投融資預託金利息収入を補うまでには至らなかった。この機会費用の増大が、福
祉定期貯金の廃止、ニュー福祉定期貯金における上乗せ金利幅の度重なる縮小と最終的な取扱い中止
といった「社会貢献活動の削減」を余儀なくさせた大きな原因である可能性は否定できない。
６．２ 制約と特典を比較して分ること
以上の制約の合計額の変動と西垣（２００９）で推計した特典合計額の変動とを重ね合わせたものが図
３である。まず我々の方式による特典推計に基づいて結果を見れば、最大値と最小値での若干の開き
があるが、公社化前の２００２（平成１４）年度以前においては特典と制約は互いに上になり下になりしな
表９ ２００６年度郵便貯金の収益構造（単位：百万円）
資産項目 金額（％） 対応収益項目 金額（構成比（％））１５ 資産別収益率（％）
貸付金 ４，３７６，０５９（１．９） 貸付金利息 ４５，４９７（１．５） １．０４
コールローン １，０００，０００（０．４） コールローン利息 １，０３５（０．０） ０．１０
有価証券 １６５，０１６，５０２（７１．２） 有価証券利息 １，４９０，１７８（４８．７） ０．９０
国債等債券売却益 ８，５８１（０．３）
買現先勘定 １１９，８９３（０．１） 買現先利息 ２６８（０．０） ０．２２
現金預け金 ５，３７７，４７７（２．３） 預け金利息 ６，８８５（０．２） ０．１３
金銭の信託 １，９２７，２９３（０．８） 金銭の信託運用益 ５５，９８８（１．８） ２．９１
預託金 ５２，２４３，５００（２２．６） 預託金利息 １，２７２，９０６（４１．６） ２．４４
その他金融資産 ８３３，５２１（０．４） その他業務収益 ３３，７０４（１．１） ４．０４
その他資産 ７３３，９９４（０．３） その他経常収益 ２３，８６２（０．８） ３．２５
郵便為替等収益 ６９，６８１（２．３） ……
その他の役務収益 ５０，３２４（１．６） ……
資産の部合計 ２３１，６２８，２３９（１００） 経常収益 ３，０５８，９０９（１００） １．３２
（郵政公社ディスクロージャー誌に基づき筆者作成）
１０５官業の特典と制約はバランスしていたか？
－１５－
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図２「官業の制約」：項目別の変動②（単位：億円）
図１「官業の制約」：項目別の変動①（単位：億円）
１０６ 西 垣 鳴 人
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がら推移しており、長期的に見てほぼバランスしていたとみなして良いように思われる。したがって
この時期、郵貯事業における諸特典の存在は民業圧迫の要因と言えるほどではなかったと結論でき
る。このバランスが崩れ出すのは、公社化された２００３（平成１５）年度以降である。資産運用や業務上
の制約から生じる機会費用が急増する一方で、準備金の免除等いくつかの特典が削減された。当期利
益の全額を資本金として積み立てることが義務付けられ、これによって法人税免除の意味が実質的に
失われたことも大きく影響した。
次に参考として、全銀協によって推計された特典と我々が推計した制約とを比較すると、２００３（平
成１５）年度以前は特典が制約を大きく上回り続けていたことになる。これに従えば、郵便貯金の有利
な競争条件による民業圧迫が存在したという全国銀行協会の主張は間違っていなかったことになる。
しかしながら、この主張も２００４（平成１６）年度以降は当てはまらなくなる。当期利益の全額資本金積
図３ 得点額の変動と比較した制約額の変動（単位：億円）
表１０ 郵便貯金事業における官業の制約
年度（平成） ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８
ユニバーサルサービスの費用 ４６５ ４６６ ４６７ ４６９ ４６８ ４６８ ４６２ ４６０ ４５８ ４５７
社会貢献活動の費用 ４６２ ５１０ ６２４ ７２６ ８８６ ２５１ ２１５ １１２ ５９ ５９
資産運用上の制限による機会費用 － － － － ２，０４１ ５，２０１ ７，２６１１９，８７９１２，９２２２７，７８２
合計 ９２７ ９７６ １，０９１ １，１９５ ３，３９５ ５，９２０ ７，９３８２０，４５１１３，４３９２８，２９８
注：社会貢献活動の費用は１千万の単位を四捨五入してある。
１０７官業の特典と制約はバランスしていたか？
－１７－
立義務を考慮しない全銀協方式の推計によれば、特典はおよそ６千億から１兆円を超える水準で推移
するが、しかし、機会費用の急増によって制約の方がそれを大きく超過してしまうことになったた
め、民業圧迫という事実は存在しようがなくなるのである。それどころか、逆に郵便貯金事業は民間
に比べて圧倒的に不利な業務制限および資産運用制限によって、官業として果していた社会貢献活動
を大きく削減せざるを得なくなったと推測される。仮に制約額に対して特典額が十分大きく上回って
いたとしたら、民営化前の郵便貯金は収支相償原則にしたがって社会的要請の大きい活動を拡大こそ
すれ削減するようなことはなかったと考えられるためである。すなわち、我々の推計に基づく場合
も、全銀協による推計に基づく場合も、平成１６年度以降においては民業圧迫の可能性は極めて低く、
むしろ官業としての民業補完活動の運営に困難をきたしていた可能性が高いと言える。
７．お わ り に
本稿においては郵便貯金事業における官業の制約について、民営化前１０年間の推計を行い、既に西
垣（２００９）で再推計しておいた特典と比較、両者のバランスについて検証を行った。各種推計におい
ては公表されたデータの制約から必ずしも個別項目において満足の行く結果が得られたとは限らない
が、全体としては実態をおおよそ捉えたものであると考えている。以下、結論を述べたい。
まず、少なくとも当該推計期間において、郵便貯金事業による全国銀行に対する民業圧迫の事実は
浮かび上がらなかった。期間の前半においては特典と制約はほぼバランスしていたとみなせる。しか
し期間の後半（公社化後）において特典額が削減された一方で機会費用の増大により制約額が急増、
両者のバランスは大きく崩れることとなった。このバランスの崩壊に対応して郵便貯金事業がユニ
バーサルサービスを削減するという手段に訴えることはなかった。同事業が採ったひとつの方策は社
会貢献活動の削減であった。
さて問題は機会費用を増大させた原因である。我々の財務分析に拠れば、効率のよい収益源として
財政投融資預託金の利息収入が預託金の残高減少に応じて著しく減少する一方、国債利息収入などの
相対的に運用効率の低い資産の割合を高めていったことが収益構造悪化に大きく響いていることがわ
かる。投信窓口販売の解禁（０５年１０月）等の一部規制緩和も十分なプラス要因にはなっていなかった
ことがデータから明らかである。我々の分析結果から浮かび上がるのは、業務の効率化（コスト削
減）と不動産等資産売却とによって難局を乗り越えようとしていた公社時代における郵貯貯金事業の
姿である。
我々の研究における最終目的は、これまでの研究成果に基づいて民営化された郵便貯金事業（ゆう
ちょ銀行）が民業補完事業を持続させていくことが可能かどうかを検証することである。我々は本稿
において民業補完事業の中の社会貢献活動は既に公社時代において大きく削減されていた事実を示し
たが、全国あまねく基礎的金融サービスを提供するという郵便貯金事業のユニバーサルサービスが、
果たして持続可能であるかどうかを次は明らかにして行かなければならない。
１０８ 西 垣 鳴 人
－１８－
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郵政省貯金局（２０００）、『郵便貯金２０００』（郵便貯金のディスクロージャー冊子）．
総務省郵政企画管理局（２００１）、『郵便貯金２００１』（郵便貯金のディスクロージャー冊子）．
総務省郵政企画管理局（２００２）、『郵便貯金２００２』（郵便貯金のディスクロージャー冊子）．
日本郵政公社（２００３）、『郵便貯金２００３』（郵便貯金のディスクロージャー冊子）．
日本郵政公社（２００４）、『郵便貯金２００４』（郵便貯金のディスクロージャー冊子）．
日本郵政公社（２００５）、『郵便貯金２００５』（郵便貯金のディスクロージャー冊子）．
日本郵政公社（２００６）、『郵便貯金２００６』（郵便貯金のディスクロージャー冊子）．
日本郵政公社（２００７）、『日本郵政公社２００７』（日本郵政公社のディスクロージャー冊子）．
日本郵政公社（２００７）、『日本郵政公社２００７．９』（日本郵政公社のディスクロージャー冊子）．
１０９官業の特典と制約はバランスしていたか？
－１９－
Were Privileges and Restrictions given to Japanese
Postal Savings as a Government Enterprise
balanced in the 10 years before Privatization?
Narunto Nishigaki
The reason why public financial institutions that should tightly regulated have great power and oppress the
private sector, which has been significantly deregulated in recent years, is often thought to be that so many
privileges are given to public financial institutions as government enterprises. Indeed, we agree that government
enterprises have had privileges, but if total size of them is smaller than that of their restrictions as government
enterprises, it is difficult to say that they are the main cause of competitive dominance of government
enterprises.
Nishigaki (2009a) re−estimated sizes of privileges given to Japanese Postal Savings in the 10 years before
privatization (1997FY-2006FY), and found that the size as to the accumulated amount of the 10 years was
considerably smaller than that in the method of Japanese Bankers Association (2002, 2004), to which Yamori
and Nishigaki (2004) had pointed its irrationality and great possibility of overvaluation.
This paper firstly estimates sizes of restrictions (such as universal service obligations, social contribution
activities, and opportunity costs caused by regulations of investments and businesses) given to Japanese Postal
Savings in the same term, and secondly compares the total size with that of privileges in time−series. We will
find the facts that, in the first half of the period, the privileges and the restrictions were almost balanced, so that
in this regard no evidence can be confirmed that Postal Savings should have been oppressing private banks in
Japan, and in the latter half (age of Japan Post), the balance came to be collapsed because of the large reduction
of the privileges and of the rapid increase of the opportunity costs, as a result, its social contribution activities
had to be reduced sharply.
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